
円・ウォン均衡為替レートの動向

・韓国ウォンがリーマン・ショック後に相対的に通貨安で推移してきたこともあり、韓国企業の価格競争力が高

まっている。また、競争力の源泉として日本より６割以上安い電気料金にも注目が集まっている。

・為替レートが長期的に適正な水準にあるか検証する方法として、「均衡為替レート」を計算するものがある。日

韓の輸出産業６業種（繊維、一次金属、一般機械、電気機械、輸送機械、精密機械）の単位労働コストと単位中間投入コスト

を考慮して、輸出財の一物一価が成立するような為替レートを均衡レートと定義して求めたところ、直近09～10年の実際の

為替レート（13.4ｳｫﾝ/円）は、同期間の均衡レート（9.9ｳｫﾝ/円）より４割近くウォン安で推移してきた。

・このようなウォンの過小評価は、日本国内の電力供給不安と相まって、日本の輸出企業の競争条件を悪化させる材

料として作用している。
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・もっとも、ウォンの過小評価は、韓国経済にひずみをもたらしている。韓国の契約通貨ベースの輸入物価は日本と
同様に資源価格と同調的に動いているが、自国通貨ベースの輸入物価は、ウォン安を反映して過去 高水準で推移し
ている。このような交易条件の悪化により、実質購買力の目減り（交易損失）はここ数年拡大傾向にある。
・輸入物価の上昇は消費者物価にも波及していることから、利上げでインフレが鎮静化されれば実際の為替レートと均衡レー
トとの乖離は縮小していく可能性がある。
・低廉な電気料金も、原価割れによる電力公社の赤字もあり、2011年7月から燃料費調整制度が導入されている。そのため、
韓国の電気料金が市場メカニズムに基づいた価格へ移行すれば、日韓の電気料金格差は縮小し、これまで不利に働いてい
た日本企業の競争条件は改善される可能性がある。
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